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Ⅰ．緒言
　地域における福祉サービスの適切な利用や福祉事
業の健全な発展、市民の福祉活動への参加促進等を
目的に、市区町村に対して市町村地域福祉計画の策
定および政策の展開が求められるようになって、
15 年が経過した。市区部では、市町村地域福祉計画
策定率が 85% を超え 1)、行政による地域福祉活動推
進に関する政策の方針や基盤が一層整備されつつあ
る。しかし、計画の内容は、社会福祉法や厚生労働
省の示す指針を基礎に、地域の実情に合わせて策定
や見直しがなされているものの、策定過程や前期計
画の反映度には必ずしも科学的根拠が備わっていな
い。これは、計画を基軸に展開される政策のアウト
カム評価や、計画・政策そのものの適切性を評価す
る方法に、記述統計に依拠した統計解析や有識者会
議等による議論、パブリックコメントの集約等の科
学的根拠が希薄な方法を採用しているためである。
　政策評価に関する研究領域では、行政が定める計
画や政策の構造と、その取り組みによって得られる
成果や波及効果を総合的に評価できるプログラム評
価が評価手法として重要視 2-7) されている。プログ
ラム評価には、政策のロジックモデル 7-10) を開発す
る過程と、ロジックモデルの妥当性を実証的に検討
するロジックモデル評価の過程が存在する。ロジッ
クモデル評価の過程でモデルの妥当性が統計学的に
支持されない場合、評価対象となった政策は、その
構造に欠陥を有していると判断される 2)。他方で、
政策の評価には受益者である市民の視座に立脚した
評価の導入が必要不可欠とされており 11)、政策に対
する市民の評価指標（市民指標）を用いたロジック
モデル評価手法が検討され始めている 12)。高齢者福
祉政策を評価対象に、市民指標を用いたロジックモ
デル評価手法の開発を試みた先行研究では、他の政
策への適用や調査対象者の拡充等を行い、開発し
た手法の交差妥当化を図ることの必要性を述べてい
る 12)。そこで、高齢者福祉政策に比して広範に市民
を対象とする市町村地域福祉計画に基づく政策を評
価対象に設定し、先行研究で開発された評価手法の
応用可能性を吟味することは、評価手法の体系化に
とって意義深い知見が得られるものと推察される。
　そこで、本研究は、プログラム評価を基礎とした
政策評価手法の体系化に資する資料を得ることをね
らいに、市町村地域福祉計画に基づく政策・施策・
事業に対する地域住民の認知的評価間の関係を明ら
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要旨　本研究は、市町村地域福祉計画に基づく政策・施策・事業に対する地域住民の認知的評価間の関係を明
らかにすることを目的とした。調査は、A 県 B 市の地域住民 3000 人を対象に無記名自記式の質問紙調査を実
施した。調査内容は、対象者の基本属性（性別・年齢・家族構成・現在の職業）、市町村地域福祉計画に基づ
く政策・施策・事業に対する認知的評価で構成した。統計解析には、欠損値を有さない 946 人分のデータを使
用し、構造方程式モデリングを用いて、政策に対する認知的評価を従属変数、施策に対する認知的評価を一次
要因、事業に対する認知的評価を二次要因とする間接効果モデルを検討した。その結果、分析モデルは、デー
タに適合し（CFI = 0.990、RMSEA = 0.059）、因果関係の要素間に統計学的に有意な正の関連性が認められ
た。以上の結果は、先行研究で開発された市民指標を用いたロジックモデル評価手法の活用可能性を示唆する
ものであった。
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かにすることを目的とした。
Ⅱ．方法
１．調査対象および調査方法
　調査対象は、A 県 B 市に在住する 20 歳以上の地
域住民 3000 人とした。調査は、無記名自記式の質
問紙調査を郵送法で実施した。調査の実施にあたっ
ては、B市から調査内容について承認を得たうえで、
B 市が無作為に抽出した地域住民 3000 人に対して、
書面にて調査の趣旨および倫理的配慮等に関する説
明を行い、併せて調査票を配布した。調査研究への
同意が得られた場合のみ、調査票の返信をもって調
査参加への協力を得た。調査期間は 2015 年 11 月お
よび 12 月の 2 か月間とした。
２．調査内容
　調査内容は、地域住民の基本属性（性別・年齢・
家族構成・現在の職業）と市町村地域福祉計画に基
づく政策に対する認知的評価で構成した。
　前記調査内容のうち、家族構成については単身世
帯、夫婦のみ世帯、二世代世帯、三世代世帯、四
世代世帯、で調査し、現在の職業については会社
員（正規雇用）、会社員（非正規雇用）、公務員（地
方・国家）、自営業（農林水産業含む）、専門職（弁
護士・医師・研究者等）、パート・アルバイト、学
生、現在就業していない、で調査した。
　市町村地域福祉計画に基づく政策に対する認知的
評価は、先行研究 12) の項目設定方法に従って項目
を作成し、調査を行った。具体的には、政策体系を
考慮し、①政策、②施策、③事業に対する認知的評
価の 3 尺度で測定することとした。3 尺度の構造お
よび調査項目は、全国の市区町村の市町村地域福祉
計画で掲げられている事項を研究者らが集約し、作
成した。①政策に対する認知的評価測定尺度は、市
民からみた「政策の基本理念の達成度」を測定する
4 項目（「xa1: B 市市民は、お互いに支え合いなが
ら生活していると思いますか」、「xa2: B 市市民は、
充分な福祉を受けていると思いますか」、「xa3: B 市
のまちは、誰もが生活しやすい環境が整っていると
思いますか」、「xa4: B 市のまちは、市民が安心・安
全に暮らせるまちだと思いますか」）で構成した。
回答の数量化は「0 点：全く思わない」、「1 点：あ
まり思わない」、「2 点：ややそう思う」、「3 点：と
てもそう思う」の 4 件法とし、得点が高いほど市
民からみて政策の基本理念が達成されていることを
意味するよう設定した。②施策に対する認知的評価
測定尺度は、市民からみた「施策の推進度」を測定
する 4 項目（「xb1: B 市の「生活課題の総合相談支
援」は、市民の抱える生活課題の解決に役立ってい
る」、「xb2: B 市の「公的サービスとそれ以外のサー
ビス（福祉団体やボランティア・NPO）の連携」に
よって、市民はさまざまな福祉サービスを受けられ
ている」、「xb3: B 市の「地域福祉の担い手や、そ
れらをつなぐ人材の育成」によって、市民の中で職
業やボランティアとして福祉に関わる人が増えてい
る」、「xb4: B 市の「災害時における要援護者への
支援プラン拡充」は、地震・津波による被害の軽減
に役立つ」）で構成した。回答の数量化は「0 点：
そう思わない」、「1 点：少しそう思う」、「2 点：か
なりそう思う」、「3 点：充分そう思う」の 4 件法と
し、得点が高いほど市民からみて施策が推進してい
ることを意味するよう設定した。③事業に対する認
知的評価測定尺度は、前記の施策の下に配置されて
いる各事業のアウトプットを質問項目化し、市民
からみた「事業のニーズ充足度」を測定する 3 因
子 18 項目で構成した。具体的には「生活課題の総
合相談支援」7 項目（「xc1: B 市の「福祉に関する
総合的な相談体制の充実」は、市民の要求を満たし
ていますか」、「xc2: B 市の「福祉に関する情報提供
の総合化」は、市民の要求を満たしていますか」、
「xc3: B 市の「小地域ケア会議の開催」は、市民の
要求を満たしていますか」、「xc4: B 市の「地域ケア
会議の一層の充実」は、市民の要求を満たしていま
すか」、「xc5: B 市の「地域の実態調査のための体
制づくり」は、市民の要求を満たしていますか」、
「xc6: B 市の「地域ケアシステムの拡大整備」は、
市民の要求を満たしていますか」、「xc7: B 市の「地
域の支え合い活動の把握と広報」は、市民の要求を
満たしていますか」）、「公的サービスとそれ以外の
サービスの連携」5 項目（「xd1: B 市の「地域にお
ける新たな支え合い（共助）の確立支援」は、市民
の要求を満たしていますか」、「xd2: B 市の「地域で
のネットワークの構築と拡大整備」は、市民の要求
を満たしていますか」、「xd3: B 市の「地域の社会資
源との情報共有と協働の推進」は、市民の要求を満
たしていますか」、「xd4: B 市の「B 市社会福祉協議
会との連携強化」は、市民の要求を満たしています
か」、「xd5: B 市の「保健・医療や生活関連分野との
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連携」は、市民の要求を満たしていますか」）、「地
域福祉の担い手や、それらをつなぐ人材の育成支援」
6 項目（「xe1: B 市の「地域の生活者・構成員とし
ての意識の向上」は、市民の要求を満たしています
か」、「xe2: B 市の「福祉の意識の啓蒙・ボランティ
ア活動への理解の向上」は、市民の要求を満たして
いますか」、「xe3: B 市の「住民ボランティア活動・
NPO 法人などの活動への支援」は、市民の要求を
満たしていますか」、「xe4: B 市の「知識や情報、技
術習得のための研修などの支援」は、市民の要求を
満たしていますか」、「xe5: B 市の「活動拠点の整備
支援」は、市民の要求を満たしていますか」、「xe6: 
B 市の「地域福祉にかかわる『地域福祉コーディ
ネーター』の支援・育成」は、市民の要求を満たし
ていますか」）で構成した。回答の数量化は「0 点：
全く満たしていない」、「1 点：少し満たしている」、
「2 点：かなり満たしている」、「3 点：充分満たして
いる」の 4 件法とし、得点が高いほど市民からみて
事業が市民のニーズを充足していることを意味する
よう設定した。
３．解析方法
　本研究では、先行研究で開発された手法 12) に従っ
て、市町村地域福祉計画に基づく政策体系を反映し
た因果関係モデルを構築し、統計解析を行った。具
体的には、長期的成果（従属変数）：政策の基本理
念の達成度、中期的成果（一次要因）：施策の推進
度、短期的成果（二次要因）：事業のニーズ充足度
とする間接効果モデルを構築した。統計解析方法と
して、構造方程式モデリングを採用し、分析モデル
のデータに対する適合性と変数間の関連性を検討し
た。なお、因果関係モデルの分析に際しては、各成
果間の関係性から社会人口学的要因の影響を分離す
ることを目的に、地域住民の基本属性（性別・年
齢・家族構成・現在の職業）の変数を統制変数とし
てモデルに投入した。このとき、現在の職業は会社
員（正規雇用）、会社員（非正規雇用）、公務員（地
方・国家）、自営業（農林水産業含む）、専門職（弁
護士・医師・研究者等）を 0 点、パート・アルバイ
ト、学生、現在就業していない、を 1 点に得点化し
た。
　前記解析に先立ち、本研究で使用した各測定尺度
の構成概念妥当性を確認的因子分析により検討し
た。このとき、「政策に対する認知的評価測定尺度」
と、「施策に対する認知的評価測定尺度」は 1 因子
モデルを、「事業に対する認知的評価測定尺度」は 3
因子二次因子モデルを構築し、その因子構造モデル
のデータに対する適合性を検討した。
　以上の分析において、パラメータの推定には重み
づけ最小二乗法の拡張法（WLSMV）13,14) を使用し、
推定されたパラメータの有意性は検定統計量の絶対
値が 1.96 以上（有意水準 5％）を示したものを統計
学的に有意であると判断した。因子構造・因果関係
モデルのデータに対する適合性は、適合度指標であ
る Comparative Fit Index（CFI）15) と Root Mean 
Square Error of Approximation（RMSEA）16) によ
り判断した。一般的に、CFI は 1.0 に近いほど良い
モデルと判断され、この数値が 0.95 以上であること
が望ましいとされる 17)。他方、RMSEA は 0.10 未満
であればそのモデルを採用しても大きな問題はない
と判断される 18)。統計パッケージには、Mplus7.313)
を使用した。
　本研究では、最終的に 3000 人分の調査票配布数
に対して 1197 人（回収率：39.9％）から回答を得
た。統計解析には、これら 1197 人分のデータのう
ち、統計解析に必要な調査項目に欠損値を有さない
946 人分のデータを使用した。
Ⅲ．結果
１．集計対象者の基本属性の分布
　集計対象者の内訳は、男性 434 人（45.9％）、女
性 512 人（54.1％）であった。平均年齢は 53.7 歳
xa1 B市市⺠は、お互いに⽀え合いながら⽣活していると思いますか 43 ( 4.5% ) 464 ( 49.0% ) 419 ( 44.3% ) 20 ( 2.1% )
xa2 B市市⺠は、充分な福祉を受けていると思いますか 39 ( 4.1% ) 511 ( 54.0% ) 376 ( 39.7% ) 20 ( 2.1% )
xa3 B市のまちは、誰もが⽣活しやすい環境が整っていると思いますか 99 ( 10.5% ) 531 ( 56.1% ) 299 ( 31.6% ) 17 ( 1.8% )
xa4 B市のまちは、市⺠が安⼼・安全に暮らせるまちだと思いますか 43 ( 4.5% ) 268 ( 28.3% ) 572 ( 60.5% ) 63 ( 6.7% )
単位：人（％）
全く思わない あまり思わない ややそう思う とてもそう思う項目
回答カテゴリ
表 1　「政策の基本理念の達成度」に関する項目の回答分布（n = 946）
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（標準偏差：17.80、範囲：20 - 97）であった。家
族構成については、二世代世帯が最も多く 454 人
（48.0％）、次いで夫婦のみ世帯が 257 人（27.2％）、
三世代世帯が 130 人（13.7％）、単身世帯が 98 人
（10.4％）、四世代世帯が 7 人（0.7％）であった。
現在の職業については、現在就業していないが 352
人（37.2%）で最も多く、以降は、会社員（正規雇
用）が 280 人（29.6％）、パート・アルバイトが 129
人（13.6％）、自営業（農林水産業含む）が 64 人
（6.8％）、公務員（地方・国家）が 48 人（5.1％）、
会社員（非正規雇用）が 39 人（4.1％）、学生が 19
人（2.0％）、専門職（弁護士・医師・研究者等）が
15 人（1.6％）の順であった。
２．測定尺度の回答分布と妥当性
　市民からみた「政策の基本理念の達成度」に関す
る項目の回答分布を表 1 に示した。
　政策に対する認知的評価測定尺度の 1 因子モデル
のデータに対する適合度は、CFI = 0.998、RMSEA 
= 0.085 であった（図 1）。なお、ya3 と ya4 の誤差
変数間に相関を認めた。
　市民からみた「施策の推進度」に関する項目の回
答分布を表 2 に示した。
　施策に対する認知的評価測定尺度の 1 因子モデル
のデータに対する適合度は、CFI = 0.996、RMSEA 
= 0.072 であった（図 2）。
　市民からみた「事業のニーズ充足度」に関する項
目の回答分布を表 3 に示した。
　事業に対する認知的評価測定尺度の 3 因子二次因
子モデルのデータに対する適合度は、CFI = 0.990、
RMSEA = 0.095 であった（図 3）。
３．市町村地域福祉計画に基づく政策・施策・事業
に対する地域住民の認知的評価間の関係
　「政策の基本理念の達成度」を従属変数、「施策の
推進度」を一次要因、「事業のニーズ充足度」を二
次要因、基本属性を統制変数とした因果関係モデル
のデータに対する適合度は、CFI = 0.990、RMSEA 
= 0.059 であった（図 4）。変数間の関連性に着目す
ると、従属変数と一次要因間に統計学的に有意な正
の関連性が認められ（標準化推定値：0.777）、一次
要因と二次要因間に統計学的に有意な正の関連性が
認められた（標準化推定値：0.911）。
本分析モデルにおける従属変数に対する説明率は、
61.4％であった。
図 1　政策に対する認知的評価測定尺度（政策の基本理念の達成度）の因子構造モデル
表 2　「施策の推進度」に関する項目の回答分布（n =946）
政策の
基本理念の
達成度
ya1
ya2
ya3
ya4
.706†
.797
.806
.771 .294
*図中のパス係数は標準化推定値である
*†はモデル識別のために制約を加えたパスである
*誤差変数は図の煩雑化を避けるため、省略した
n = 946
χ2 = 7.901
df = 1
CFI = 0.998
RMSEA = 0.085
Estimator : WLSMV
xb1 B市の「⽣活課題の総合相談⽀援」は、市⺠の抱える⽣活課題の解決に役⽴っている 221 ( 23.4% ) 600 ( 63.4% ) 115 ( 12.2% ) 10 ( 1.1% )
xb2 B市の「公的サービスとそれ以外のサービス（福祉団体やボランティア・NPO）の連携」によって、市⺠はさまざまな福祉サービスを受け 239 ( 25.3% ) 603 ( 63.7% ) 95 ( 10.0% ) 9 ( 1.0% )
xb3 B市の「地域福祉の担い手や、それらをつなぐ人材の育成」によって、市⺠の中で職業やボランティアとして福祉に関わる人が増えて 357 ( 37.7% ) 493 ( 52.1% ) 88 ( 9.3% ) 8 ( 0.8% )
xb4 B市の「災害時における要援護者への⽀援プラン拡充」は、地震・津波による被害の軽減に役⽴つ 183 ( 19.3% ) 508 ( 53.7% ) 218 ( 23.0% ) 37 ( 3.9% )
単位：人（％）
項目 回答カテゴリそう思わない 少しそう思う かなりそう思う 充分そう思う
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表 3　「事業のニーズ充足度」に関する項目の回答分布（n = 946）
図 2　施策に対する認知的評価測定尺度（施策の推進度）の因子構造モデル
施策の推進度
yb1
yb2
yb3
yb4
.818†
.730
.864
.596
*図中のパス係数は標準化推定値である
*†はモデル識別のために制約を加えたパスである
*誤差変数は図の煩雑化を避けるため、省略した
n = 946
χ2 = 11.882
df = 2
CFI = 0.996
RMSEA = 0.072
Estimator : WLSMV
xc1 B市の「福祉に関する総合的な相談体制の充実」は、市⺠の要求を満たしていますか 140 ( 14.8% ) 701 ( 74.1% ) 97 ( 10.3% ) 8 ( 0.8% )
xc2 B市の「福祉に関する情報提供の総合化」は、市⺠の要求を満たしていますか 160 ( 16.9% ) 689 ( 72.8% ) 92 ( 9.7% ) 5 ( 0.5% )
xc3 B市の「⼩地域ケア会議の開催」は、市⺠の要求を満たしていますか 219 ( 23.2% ) 636 ( 67.2% ) 87 ( 9.2% ) 4 ( 0.4% )
xc4 B市の「地域ケア会議の⼀層の充実」は、市⺠の要求を満たしていますか 200 ( 21.1% ) 647 ( 68.4% ) 96 ( 10.1% ) 3 ( 0.3% )
xc5 B市の「地域の実態調査のための体制づくり」は、市⺠の要求を満たしていますか 178 ( 18.8% ) 642 ( 67.9% ) 120 ( 12.7% ) 6 ( 0.6% )
xc6 B市の「地域ケアシステムの拡⼤整備」は、市⺠の要求を満たしていますか 182 ( 19.2% ) 653 ( 69.0% ) 101 ( 10.7% ) 9 ( 1.0% )
xc7 B市の「地域の⽀え合い活動の把握と広報」は、市⺠の要求を満たしていますか 168 ( 17.8% ) 617 ( 65.2% ) 152 ( 16.1% ) 9 ( 1.0% )
xd1 B市の「地域における新たな⽀え合い（共助）の確⽴」は、市⺠の要求を満たしていますか 213 ( 22.5% ) 653 ( 69.0% ) 71 ( 7.5% ) 9 ( 1.0% )
xd2 B市の「地域でのネットワークの構築と拡⼤整備」は、市⺠の要求を満たしていますか 199 ( 21.0% ) 633 ( 66.9% ) 107 ( 11.3% ) 7 ( 0.7% )
xd3 B市の「地域の社会資源 との情報共有と協働の推進」は、市⺠の要求を満たしていますか 178 ( 18.8% ) 644 ( 68.1% ) 115 ( 12.2% ) 9 ( 1.0% )
xd4 B市の「B市社会福祉協議会との連携強化」は、市⺠の要求を満たしていますか 172 ( 18.2% ) 644 ( 68.1% ) 123 ( 13.0% ) 7 ( 0.7% )
xd5 B市の「保健・医療や⽣活関連分野との連携」は、市⺠の要求を満たしていますか 157 ( 16.6% ) 650 ( 68.7% ) 127 ( 13.4% ) 12 ( 1.3% )
xe1 B市の「地域の⽣活者・構成員としての意識の向上」は、市⺠の要求を満たしていますか 179 ( 18.9% ) 677 ( 71.6% ) 85 ( 9.0% ) 5 ( 0.5% )
xe2 B市の「福祉の意識の啓蒙・ボランティア活動への理解の向上」は、市⺠の要求を満たしていますか 181 ( 19.1% ) 667 ( 70.5% ) 91 ( 9.6% ) 7 ( 0.7% )
xe3 B市の「住⺠ボランティア活動・NPO法⼈などの活動への⽀援」は、市⺠の要求を満たしていますか 174 ( 18.4% ) 661 ( 69.9% ) 102 ( 10.8% ) 9 ( 1.0% )
xe4 B市の「知識や情報、技術習得のための研修などの⽀援」は、市⺠の要求を満たしていますか 214 ( 22.6% ) 635 ( 67.1% ) 90 ( 9.5% ) 7 ( 0.7% )
xe5 B市の「活動拠点の整備⽀援」は、市⺠の要求を満たしていますか 172 ( 18.2% ) 643 ( 68.0% ) 121 ( 12.8% ) 10 ( 1.1% )
xe6 B市の「地域福祉にかかわる『地域福祉コーディネーター』の⽀援・育成」は、市⺠の要求を満たしていますか 222 ( 23.5% ) 631 ( 66.7% ) 87 ( 9.2% ) 6 ( 0.6% )
単位：⼈（％）
全く満たしていない 少し満たしている かなり満たしている 充分満たしている項目
回答カテゴリ
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Ⅳ．考察
　本研究は、プログラム評価を基礎とした政策評価
手法の体系化に資する資料を得ることをねらいに、
市町村地域福祉計画に基づく政策・施策・事業に対
する地域住民の認知的評価間の関係を検討した。具
体的には、先行研究で開発された手法に従って調査
項目を設定し、市町村地域福祉政策・施策・事業に
対する市民指標の構成概念妥当性および、政策のロ
ジックモデル（因果関係モデル）の適切性を、カテ
ゴリカルデータに対応した推定法（WLSMV）を採
用した構造方程式モデリングを用いて検討した。本
研究では、地域住民を広く対象とする市町村地域福
祉計画に合わせて調査対象者を無作為抽出し、デー
タを収集した。また、分析には、先行研究を上回る
946 人分のデータを用いて、市町村地域福祉計画の
ロジックモデルや、先行研究で開発された手法の交
差妥当性の検討ができたものと推察される。
　まず、本研究では、市町村地域福祉計画のロジッ
クモデル評価に先立ち、計画に基づいて展開されて
いる政策・施策・事業に対する地域住民の認知的評
価尺度の妥当性を、確認的因子分析を用いて検討し
た。その結果、前記 3 尺度の構造的側面から見た構
成概念妥当性 19,20) が統計学的許容水準を満たしてい
ることを明らかにした。このことは、①本研究で検
討された尺度は、市町村地域福祉計画に基づいて展
開される政策・施策・事業それぞれによって得られ
る政策改善効果について、市民の視座に立脚して数
量化可能な妥当性を備えた尺度であること、②先行
図 3　事業に対する認知的評価測定尺度（事業のニーズ充足度）の因子構造モデル
yc1
yc2
yc3
n = 946
χ2 = 1260.572
df = 132
CFI = 0.990
RMSEA = 0.095
Estimator : WLSMV
yc5
yc6
yc7
yd1
yd2
yd3
yd4
yd5
生活課題の
総合相談支援
公的サービスとそれ
以外のサービスの
連携
地域福祉の担い
手や、それらをつな
ぐ人材の育成支援
ye1
ye2
ye3
事業の
ニーズ充⾜度
ye4
ye5
ye6
.914
.935
.895
.889†
.932
.902
.922
.914†
.944
.948†
.911
.903
.922
.912
yc4
.945
.940
.947†
.983
*図中のパス係数は標準化推定値である
*†はモデル識別のために制約を加えたパスである
*誤差変数は図の煩雑化を避けるため、省略した
.954
.913
.950
図 4　市町村地域福祉計画に基づく政策・施策・事業に対する地域住民の認知的評価間の関係
生活課題の
総合相談支援
公的サービスとそれ
以外のサービスの
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地域福祉の担い
手や、それらをつな
ぐ人材の育成支援
事業の
ニーズ充⾜度
.940
.952†
.979
n = 946
χ2 = 1668.643
df = 385
CFI = 0.990
RMSEA = 0.059
Estimator : WLSMV
政策の
基本理念の
達成度
施策の推進度
性別 年齢
.777
R2 = 0.614
.911
R2 = 0.031 R2 = 0.834
*図中のパス係数は標準化推定値である
*†はモデル識別のために制約を加えたパスである
*図の煩雑化を避けるため、内生的な潜在変数によって観測される観測変数、
誤差変数、統制変数間の相関、非有意なパスは省略した
家族
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職業
.099 -.078.103 .073.061
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研究で示されている市民指標の開発方法は、高齢者
福祉政策のみならず、政策改善効果を測定するアウ
トカム指標作成に応用可能であること、の二つの意
味合いを持つ結果であると解釈できる。
　そして、本研究では、市町村地域福祉計画に基づ
く政策の体系であるロジックモデル、具体的には、
事業に対する地域住民の認知的評価が、施策に対す
る認知的評価を通して、政策に対する認知的評価に
影響する因果関係モデルが統計学的に支持されるこ
とを明らかにした。さらに、政策・施策・事業それ
ぞれに対する地域住民の評価が、統計学的に有意な
正の関連性を有していることを明らかにした。演繹
的に仮説（モデル）を検討する構造方程式モデリン
グ 21,22) によって政策のロジックモデルの適切性が支
持されたことは、全国の市町村地域福祉計画の評価
に活用可能であると同時に、分析モデル中のパス係
数に着目することで、それぞれの市町村で異なる政
策改善効果の個別性もアセスメント可能であること
を意味する。これは、市町村地域福祉計画に基づく
政策の評価方法が、実施主体ごとに選択されている
ため、市町村間で結果を共有・比較検討できないと
いう問題解決の一助になるものと推察される。ま
た、本研究で実施したロジックモデル評価は、既存
の手法に従い、かつ、モデルのデータに対する適合
性が統計学的に許容される結果が得られた。これ
は、先行研究において局所独立的な結果から評価手
法が開発されたのではなく、交差妥当性を備えた手
法であると評価できる。
　以上、本研究では、先行研究で実証的に開発され
た政策評価手法について、対象となる政策を変え、
対象者の範囲を広げた上でその交差妥当性を検討し
た。その結果、市町村地域福祉計画のロジックモデ
ルに大きな欠陥は認められず、他方で、先行研究で
開発された市民指標を用いたロジックモデル評価手
法の活用可能性が示唆された。今後は、評価手法の
適切さに関する更なる検討や、市町村の地域福祉政
策に対する地域住民の評価データを集約し、市町村
地域福祉計画と都道府県地域福祉支援計画の関連性
が検討されることが期待される。
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